定期巡回・随時対応型訪問介護看護における

自己評価と外部評価の実施について

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者については、自ら提供するサービスの質の評価として自己評価を行い、これを介護・医療連携推進会議に報告し、評価を実施（外部評価）した上で公表することが義務付けられています。
１　自己評価について

自己評価は、事業所が自ら提供するサービス内容について振り返りを行い、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所として提供するサービスについて個々の従業者の問題意識を向上させ、事業所全体の質の向上につなげていくことを目指すものです。

２　外部評価について

外部評価は、介護・医療連携推進会議において、当該事業所が行った自己評価結果に基づき、当該事業所で提供されているサービスの内容や課題等について共有を図るとともに、利用者、地域の医療関係者、市町村職員、地域住民の代表者等が第三者の観点から評価を行うことにより、新たな課題や改善点を明らかにすることが必要です。

３　自己評価・外部評価の実施方法等について

　　自己評価・外部評価の実施方法等については、「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準第３条の３７第１項に定める介護・医療連携推進会議、第８５条第１項（第１８２条第１項において準用する場合を含む。）に規定する運営推進会議を活用した評価の実施等について」（平成２７年３月２７日付け厚生労働省通知（老振発第０３２７第４号及び老老発第０３２７第１号））のとおり実施します。
４　評価結果の公表について

自己評価及び外部評価の結果を公表することが義務付けられています。

（１）利用者及びその家族に対して手交若しくは送付するとともに、「介護サービスの情報公表制度」に基づく介護サービス情報公表システムへの掲載、法人のホームページへの掲載又は事業所内の見やすい場所への掲示などの方法により公表すること。

（２）市役所、地域包括支援センターは、評価結果等をファイリングし、市民等の求めに応じて閲覧できるようにします。

５　自己評価及び外部評価の頻度

各年度（４月１日から翌３月３１日まで）内に１回、毎年実施し、その結果を本市に提出し受理されること。

６　評価結果報告の流れ

（１）事業所は評価結果を福祉保健部高齢社会課宛に以下の書類を提出する。

1 自己評価・外部評価結果提出届（別紙参照）

2 自己評価・外部評価評価表（別紙１）

　　（２）高齢社会課は、提出届に受理印を押印して、事業者に返送します。

（３）高齢社会課、地域包括支援センターは、評価結果表等をファイリングし、市民等の求めに応じて閲覧できるようにします。

７　法的根拠

　　（１）鳥取市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例
　　　　（抜粋）

第４０ 条第１ 項及び第２項（指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護）

第４０条　指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては、利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、地域の医療関係者、市の職員又は指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所が所在する区域を管轄する法第１１５条の４６第１項に規定する地域包括支援センターの職員、定期巡回・随時対応型訪問介護看護について知見を有する者等により構成される協議会(以下この項において「介護・医療連携推進会議」という。)を設置し、おおむね３月に１回以上、介護・医療連携推進会議に対して指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供状況等を報告し、介護・医療連携推進会議による評価を受けるとともに、介護・医療連携推進会議から必要な要望、助言等を聴く機会を設けなければならない。

２　指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、前項の報告、評価、要望、助言等についての記録を作成するとともに、当該記録を公表しなければならない。

（２）指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準第３条の３７第１項に定める介護・医療連携推進会議、第８５条第１項（第１８２条第１項において準用する場合を含む。）に規定する運営推進会議を活用した評価の実施等について（平成２７年３月２７ 日付厚生労働省通知（老振発第０３２７第４号、老老発０３２７第１号））

